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Imc 特集論文

産業創出のモード
ーインドのITビジネスにおける

産・学ネットワーク-

内田純一

The Business-Creating Mode 
Partnership between Academic Institutions and 
IT Industry in India 

UCHIDA Jun-ichi 

a bstract I This paper discusses the potential for entrepreneurial activity 
via the collaboration between universities and the private secto仁Suc-

cessful implementation of these liaisons requires strategic alliances 

but these have yet to be put into effect. This study analyzes IT (infor-

mation technology) industry of India using the MODE concept in an 

a杭emptto explain an integrated model concerning the business cre-

ation in a ce同alnreglon. 
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はじめに

わが国の経済環境は1990年代初めにバブルが崩壊して以降、消費が低迷

する中で価格が下落し続けるというデフレ傾向にある。そのため、日本企

業の高コスト体質が顕在化し、多くの大企業において事業構造の見直しゃ

雇用調整が行われており、それは現在に至るまであれ Eている。こうした状

況を打開すべく、 1999年の秋の臨時国会では、中小企業基本法が36年ぶ

りに改正されることになった。これを契機として、地方自治体においても

ベンチャー企業や新規事業の支援政策が格段に整備された。このような中

央と地方を挙げての急速なペンチャー及び新規事業の支援インフラの拡充

の背景には、日本経済の復活のためには新産業の大量創出が不可欠、とい

う考えがある。確かに、消費の回復のためには、新たな価値を創造する企

業が必要であるし、雇用調整によって浮いた労働力を吸収する企業も求め

られている。新たに生まれる企業にその役割を担わせることは、理屈の上

では最も早道であることは間違いない。

しかしながら、支援インフラがし、くら撃っても、新しい事業を成長させ

ることは容易なことではなp。資金力や技術力、販売力などはもちろん、

人的資源も不足しがちな中小規模の企業にとっては、事業立ち上げから成

長までの道のりには試練が多い。新しい企業が成長ステージに到達するま

でには、何らかの工夫が不可欠である。

現在、このような課題をクリアする方策の救世主として、産学連携に注

目が集まっている。大学には多くの技術や知識が埋れており、技術力の不

足に悩む企業家とのマッチングによって、起業に結びつけることが期待さ

れているのである。わが国においては、国立大学教官の兼業禁止規定など、

産学連携に際しての障壁が徐々に取り払われ始めたlこともあり、産と学

との協力による新たな産業創出へ向けた動きは活発化している。

ところが、産学連携の中に本質的に欠けている視点が二つある。第ーに

は、マーケット意識の不在である。大学は知識や技術を保有しているが、

それは顧客の志向を反映しているわけではないロ技術と市場とのギャップ

を埋める能力は、既に顧客を抱えている企業が保有していると考えるのが

自然である。第二には、企業関の提携戦略を立案する主体がいないという

ことである。戦略提携を生かすことは、今やベンチャー企業や新規事業の

成長に欠かせない戦略と考えられている2が、それが産学連携の文脈で議

論されることは多いとは言えない。本稿では、真の産業創出には、産学連

携の議論とともに、企業開あるいは大学等研究機関の協力による事業拡大

が必要であるという考えの下に、これらをネットワークという概念の中に

捉えることにした。

ネットワークという緩やかで弱p述結について、それを促進する状況を

演出する方法論を導き出すために、論述にあたっては「モードJという概
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惨1 2000年以降、『人事院規則14-
17 Jなどが制定され、国立大学
教官が、民間企業の役員等を兼

ねることが条件付で可能になっ

た。この背景には、 1999年に当

時一橋大学の教授であった中谷

巌(現多摩大学学長)が、ソニ

ーの社外役員を引き受けるに際

して、人事院が大学教官との兼

職を認めなかったことへの世輪

の批判が大きく影響している

~2 例えli、Saxenian[1994] 
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惨3 文部科学省は、研究機関や企業

等による国際鏡争力のある集積

の創成を目指して、平成14年度

から地域革新技術創出事業(知

的クラスター創成事業)を開始

した(事業期聞は5年間、予算

規模は年間60億円、 1地域当た

り年間5億円程度)

惨4 Gibbons et al. [1994] pp22-24 

砂5 Gibbons et al. [1994] pp24・28

念を援用した。そして、このような問題意識を実証的に分析するためのケ

ースとして、インドのIT(情報技術)産業にスポットをあてている。いま

だ開発途上国のインドにおいて、情報産業だけは別だと言わんばかりに急

成長を続けているIT産業集積のケースは、わが国が地域ごとに特色を持っ

た産業拠点を政策的に育成3 しようとしている現在、有効なヒントを提供

するはずである。

本稿の議論は、インドの事例を分析することにより、産業創出に関する

戦略的なインプリケーションを得ることを狙っている。その際、地域的あ

るいは国際的な産・学ネットワークが効果的に活用されていくためには、

産業創出モードというべきものが重要な役割を演じることを明らかにして

~ lく。

11 Iモード論と知識創造

産業創出のために大学の知識を活用することが注目されている。その際、

知識生産におけるモードの違いを理解しておくことは、産業側にとっても、

大学側にとっても重要である。その理解は、異なる立場にある主体同士の

協力関係をマネジメントするという、いわばネットワーク経営の全体像を

デザインする湯面に貢献するであろう。このような狙いこそが、通常のネ

ットワーク経営の論考には登場することのないモードという概念を、本稿

が取り入れている最大の理由である。この章では、まずモード諭を知識生

産の文脈で解説しながら、ネットワーク経営に関する議論への橋渡しを行

なう。
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1. 知識生産と二つのモード

大学は、教育と研究の湯である。研究に関して、従来の大学では研究者

は研究の境界を明確に意識し、専門分化したディシプリン(個別学問領域)

に沿った研究成果を体系的に蓄積してきた。ギボンズらは、こうした形式

に則った知識生産をモード1と呼ぴ、その理想型をニュートン物理学に置

いた知識生産の形態を示す言葉としている 4。モード1の知識生産は、物理

学や化学、生物学といった基礎科学分野に典型的に見られるように、その

発展を続けてきた。一方、これらとは別にアプリケーションのコンテクス

トの中で生産される知識もある。すなわち社会のなかにおける何らかの主

体の問題解決に供される知識生産であり、ギボンズらは、こうした知識生

産をモード2とし、個別のディシプリンを超越したトランスディシプリナ

リティを持つとした~ただし、ギポンズらはまた、化学工学や航空工学、

近年のコンビュータ・サイエンスなどに関しては、アプリケーションのコ

l附 1
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ンテクストの中で研究されているものの、従来のディシプリンを応用せず

に、個別のディシプリンを生み出してきた点で、モード1に含めるとして

いる 60 つまり、目的に応じてデイシプリンを再編成することが、モード

2の特徴だというのである。

こうしたモード分類は簡単なものではあるが、産学連携というコンテク

ストにおいては、関係者たちに重要な認識を与える。事実、ギボンズらの

論考は、多くの政策担当者によって読まれ、国際的に論議を呼んでいる。

モード2を明確に認識することで、産業界のように何らかの目的を志向す

る主体と、大学の研究者のように体系化された科学技術の純粋な求道者た

ちとのベクトルを合わせることが可能になるのである。例えば、かつて日

本の大学においては、産業界との共同研究や受託研究を行なっていること

について、あまり表に出さなかった。このような状況が、学の独立などと

し、った言葉で擁護されることさえもあった。しかし、近年になって日本経

済の閉塞感を打破する材料として、積極的な産学連携の必要性が叫ばれる

ようになると事情は変わり、経済的な貢献が望めない研究は縮小すべきだ

と言う極論すら聞かれるようになった。しかし、モード諭によれば、それ

らはともに偏った議論である。すなわち産学連携において、何らかの問題

を解決しようとする態度は、モード2にあると考えられるが、モード2の

トランスデイシプリナリティは、まさにモード1における各デイシプリン

の成果を活用することところから始まるのであって、モード2だけが存在

するということはありえないからである。

2. コラボレーションを志向するモード2

モード論を理解することによって、大学における産学連携の推進部門は

もちろん、大学全体の予算配分の権限者などが、未来を見据えた目標設定

を行なうことが出来るようになる可能性がある。モード2の知識生産が蓄

積すれば、さらなる問題解決の参考にすることも出来るであろう。なぜな

ら、産学連携はアプリケーションのコンテクストにおいて行なわれている

ものであり、複数の研究者が協力して知識を供給することはもちろん、産

業界はマーケットという目的に近づくための情報を持っているため、産と

学がお互いの知識を持ち寄ることになる。すなわちコラボレーションが生

まれるのである。このようなコラボレーションによる知識生産のプロジェ

クトからは、企業による多額の研究資金が大学に還流することが多い。大

学は、そのようにして得た資金の一部を、現状ではプロジェクトを行なっ

ていなくても、将来的に何らかのアプリケーションに活用されるような研

究には、積極的に配分する先見性を持つ必要がある。そうすることで、モ

ード2のサイクルを街環させるのである。

モード2の知識生産の必要性は、技術の商からも説明することが可能で

あるだろう。日本経済、そして日本を代表する企業は、戦後しばらくは欧

米企業に対するキャッチアップの階段を登ってきた。具体的には先進国並

みに、自動車やテレビなどの製品を生産する体制を整えることにカを注い

100 I国際広報メディアジャーナル NO.1

砂6 Gibbons etal. [1994] pp2S-26 



。o0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 000  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 000  0 0 0 0 000  0 000  000。

惨7 Kotler [2000] pp22-25 

できた。このような時代にあっては、モード1の研究が重視される。企業

の目的ははっきりしており、よい製品は市場に受け入れられると考えるこ

とが11¥来た。しかし日本経済は成熟し、もはやキャッチアップの段階では

ない。現代においては、製品開発は、コンセプトを策定するところから始

まる 70 そこではマーケットニーズに基づいて製品コンセプトのアイデイ

アが導かれ、それに必要な技術が製品開発に活用されるというスタイルと

なる。このような場合、一企業が必要な技術を蓄積していることは当然な

がら強みとなるため、保有する技術を多角的に活用することを目指す場合

が多い。しかし、全ての技術を持つことは不可能であるため、必要な技術

を外部企業や、場合によっては大学に頼る道が選択肢として意識される。

つまり、マーケットを意識した結果、コラボレーションを志向する動機が

誘発されるというわけである。

皿|ネットワーク経営に関する先行研究

モードの議論は、知識生産に関するスタイルを示しているに過ぎなL、。

よって、コラボレーションをスムーズに行なうための示唆は含まれていな

い。本稿では、モード2の知識生産を、いくつかの主体聞の協働による知

識創造のスタイルとして説明してきた。そして、産学連携においては、企

業側の知識と大学側の知識とを、ともに効果的に活用することが必要であ

ることを述べてきた。本稿の目的は、産業創出の具体化についての示唆を

得ることにある。したがって、効果的に知識を束ねるための方法論を探っ

てL、く必要がある。その方法論としては、ネットワーク経営の枠組みによ

って説明することが最も有効である。産業創出という目的を実現するため

に行なわれる産学連携、あるいは企業問の戦略的提携は、まさにネットワ

ーク経営そのものである。ネットワークに関しては、既に多くの研究者に

よる先行研究の欝積があり、本研究はその成果の上に、モード論による理

想型を模索することを独自の視点としている。
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1. 柔軟な組織

....8 今井 [1984] 日本におけるネットワーク研究の繁明と言えるものに、今井8のネット

ワーク社会論がある。今井は情報化の進展によって、企業や産業がどう変

わるかを f分業の増殖とネットワーク化J9という言葉で示した。今井はネ

ットワークを、 f強p連結で中央集権型のネットワークAJ と、「弱い連結

で創発型のネットワークBJ とに分けた。後者のネットワークでは、独自

性を持った小規模システムが分権的に連結されるので、小さな環境変化に

俊敏に対処できる点で優れている。創発型であるということは、多様な発

....9 今井 [1984]p67 

|川n蜘t陣加e町rn刷3
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展を期待できるということであり、こうしたネットワークは、日本の新し

しE産業システムにとって必要不可欠なものになる、というのが今井の主張

である。

それに続く金子10は、人や企業のネットワークを、「参加型ネットワー

クj と f統制型ネットワークj に分類11した。参加型ネットワークは企業

が緩やかに結合している様子をあらわし、統制型ネットワークは硬直化し

た取引システムを想定した。金子は参加型ネットワークの持つ変化への柔

軟性や経済性に注目し、今井と同様に新しい産業システムとなることを説

いた。

今井と金子はその後、『ネットワーク組織論J12を上梓し、企業組織がネ

ットワーク的に連結しながら産業社会にインパクトを与えてpく可能性に

ついて、主に中小企業の事例を川いながら説明した。注目すべきは、同書

がネットワークを f相互関係Jの中で捉えようとしたことである。参加と

退出が自由な企業問のつながりは、強固な下請け構造の関係にある企業の

つながりよりも、弱くて不安定かもしれな~ ¥0 しかし、不安定さを恐れた

大企業が内部化の傘を広げようと、例えば協力関係にある企業の合併を行

っても、手に入るのは「静的情報jであって、企業にとって真に有用な

f動的情報Jは得られないということなどについても論じている 13o 同古

によれば、中小企業のネットワークは、数の論理で大企業に勝とうとする

ものではなく、自立した企業同士の関係を編集して、固有の能力を束ねる

ことによる強みを生み出そうとするものなのだという。
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ネットワークの持つ優位性に蔚目し、それを積極的に得ょうとするのが

ネットワーク・マネジメントの考え方である。代表的な論者である寺本 14

E は、特にネットワークの持つパワー現象に着目している。寺本はネットワ
喜 一ク内部のパワー構造の分析について研究を進めた。特に、研究開発の段

階において、企業問ネットワークが利用されることで、革新的な能力が構

築される可能性を示しているが、その際には企業問あるいは産学の能力を

束ねて、グランドデザインを描く能力が必要だと述べている 15o

寺本はさらに、企業問挺携における経営資源融合のプロセスについても

論考を加えている。例えば、二社tmのネットワーク型組織において、その
経営資源が徐々に結合されてし、く場合、提携の初期の段階では、図有資源

の重なり合いはほとんど見られず、対象となる資源の幅も狭い。この時期j

は情報交換が行われているに過ぎないのである。そして提携からしばらく

経過すると、それぞれの資源を利用しあうようになるが、対象資源の幅は

それほど広いわけではない。これは相互利用の段階の始まりである。そし

て、提携が安定した状態に入ると、相互利用する資源の隔が全体に及ぶよ

うになる。この段階に至って、ようやく共同開発の呼べる状態になるので

ある。

すなわち、提携と一口に言っても、資源の輔の広さと、資源の深さには、

102 I国臨報メディアジャーナル NO.l

惨10 金子 [1986]

惨11 金子 [1986]p30 

惨12 今井+金子 [1988]

砂13 今井+金子 [1988]p156 

砂14 寺本 [1990]

砂15 寺本 [1990]pp145・153
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それぞれの提携事例によって違いがあるということであり、その広さと深

さを進めていくことがネットワークをマネジメントするということなので

ある。

3. 産業集積のメリッ卜

砂16Saxenian [1994 ] 

ネットワークは、人や企業の緩やかな連結を想定している。では、その

ような述結が生じやすい条件というものがあるだろうか。サクセニアン16

は、シリコンパレーとボストン近郊のルート 128を比較して、シリコンバ

レーの成功の裏にある背景を説明した。両地域はともにハイテク産業の集

積地であるが、それぞれの地域に所在する企業の性質はずいぶんと異なるo

例えば技術者交流に関して、シリコンパレーでは非常に活発に行われてい

るが、ボストン近郊ではほとんど発生しなL、。技術者同士が地理的に近い

ことも手伝って、企業を超えて情報交換を行う風土がシリコンバレーには

ある。同様に、シリコンバレーでは技術者がスピンアウトして企業を設立

することがめずらしくないが、ボストン近郊では、それは裏切り行為とと

られることもあった。

両地域の違いを簡単に整理する。ルート 128の代表企業であるDECは、

垂直統合がなされた組織構造を持っている。主力製品であるミニコンの部

品もそのほとんどを自社で内製していた。これに対して、シリコンパレー

の情報系企業は、フェアチャイルド社からスピンアウトした企業が多く、

自然に仲間意識が広がっていった。また、転職が当たり前と認識されてい

たため、技術者のコミュニティが出来上がっていった。こうした風土が協

力企業との分業構造をとることをも促進したのである。よって、ベンチャ

ー企業が創業する際も、必要な経営資源を外部から迅速に調達することが

できる下地があったため、情報系企業の集積がますます加速した。

集積していることは、分業が可能になるということを示す。企業城下町

のようなヒエラルキーでは、系列に取り込まれた形での工程分担という分

業となるし、技術的なネットワークがある地域では、個別の企業が専門に

特化しでも、地域としてあらゆるニーズに応えられるような専門分担とい

う分業が可能となるのである。
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4. 立地とクラスター

砂17PO同er[1998] pp70・79

企業集積があっても、それだけでネットワークのメリットを享受できる

わけではない白組織同士の相互関係がなければ、ネットワークとは呼べな

pからである。そこで、地域のネットワークを、クラスターという概念で、

その構造までを説明する議論がある。ポーターによれば、クラスターとは、

ある特定の分野に属し、相互に関連し合う、企業や大学等の研究機関から

構成される地理的に近接した集団である 17o クラスターは、産業という言

葉よりも幅広い対象を指し、企業の競争優位性を立地によって説明する。

また、地域の優位性をクラスター戦略によって高めることをも目指してい

In巾削削削t陪附伽蜘e釘側ern刷n
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る。したがって、単純な集積論ではなく、具体化のためのプランを含んだ

考え方である。

ポーターは、クラスターの発展が特に活発になるのは、複数のクラスタ

ーが重なり合う部分だと述べ、このような部分では、新しいビジネスが生

まれる刺激が起こりやすく、さらに、クラスターの発展は、ほかの州や国

からクラスター参加者を誘致することで大きく加速するという 1B D そのた

め、クラスターを発展させるにあたって、政府の役割というものが発生す

る。政府は、民間主導では限界のあるインフラ整備や人材の育成といった

ことに配慮することで、補助金行政よりも、健全に競争を促進しながらク

ラスターをグレードアップすることができる 19という。したがって、政府

が輸送システムや情報通信などのインフラ部門を整備することは特に開発

途上国においては重要であるし、大学あるいは職業教育を行なうカリキュ

ラムを地域内に持たせることも、有効な手段となる。産業に従事する人的

資源が地域に増えるということは、それだけで企業がその地域に立地する

際の大きなインセンティプとなる。

NI分析のフレームワーク

内
田
純 本稿では、産業創出のモードを明らかにするために、インドのIT産業に

・・・ おける産・学不ツトワークについてのケースを取り上げる。ケーススタデ
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ィは、リサーチの課題として「どのようにJあるいは IなぜJという問題

を扱うのに適している 200 インドのIT産業がどのように発展してきたか、

なぜネットワークが形成されたか、これらについて知るためにはケースス

タディは最も適したりサーチ方法である。なお、分析にあたっては、先行

研究をもとにした分析フレームワークを用意し、それに沿ったケース記述

を行うことにした21。

1. ネットワークによる経営資源の獲得

前章.では、ネットワークに関する先行研究を概観してきた。そのアプロ

ーチ方法は違うものの、組織聞の関係を、資源獲得という観点で見ている

点は共通している。

ネットワーク組織論は、企業聞の強固なつながりに代わって、「緩やか

なjあるいは f弱Lリという言葉で表現される、柔軟な連結が有効になり

つつあることを述べている。組織が柔軟であれば、顧客ニーズが変化した

際も機敏に対応できる。また、固有の能力を持つ企業を束ねることは、そ

れぞれに競争力のある資源を編集することにつながるので、競争優位性を

発揮するだろう。しかし、こうした連結はネットワーク・マネジメントに

104 I国際広報メディアジャーナルNo.l

惨18 Porter [1998] pp127・130

惨19 PO代er[1998] pp134-144 

~20 Yin [1994] pp6・13

惨21 Yinによれば、ケーススタディ

への一般的な取り組み方として

は、ケーススタディにつながる

理論命題に従うか、あるいはケ

ーススタディを体系化するため

の記述枠組みを開発するか、と

いうこつの方法が有用であると

している (Yin[1994] pp136・

142)。本研究では後者を採用し

た
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砂22 例えば、 Nonaka& Takeuchi 

[1995]はそのような考え方を

明らかにした代表的文献である

砂23 ビジネス・システムと、ネット

ワーク分析への応用について

は、内田 [2002]に鮮しい

よって、その強みを生かす方向に誘導しなければならないことも、既に論

じられているのである。

産業集積やクラスターといった地域ネットワークの議論は、企業等が特

定の地域に集般することのメリットを明らかにしている。地域企業が自前

で経営資源の全てを賄うことは、コストがかかりすぎるか、あるいは不可

能であるかもしれない。集約という地理的なネットワークの中であれば、

地域企業は資源獲得を容易に行うことが出来る。また、それを促進する作

用は、人的なネットワークが担っていることについても触れられている。

そして、クラスターという考え方によって、*約を促進することも可能で

ある。クラスターにおいては、あくまでも産業界が主役であるが、政府が

一定の役割lを演じることでクラスターを育成することも出来るということ

が主張されているのである。

経営環境は、一つの金業で全ての経営資源を賄ってきた時代から、ネッ

トワークによる経営資源編成の時代へと活実に変化してきている。このよ

うなネットワーク時代においては、知識は重要な経営資源のひとつとして

数えられる 12o 知識の宝庫としての大学と、さらに顧客情報を豊富に保有

する企業とを、ベンチャー企業や新規事業との関係を盛り込みながらデザ

インする場合、ネットワーク経営諭が生かされる可能性は高いはずである。

2. 産業創出モードの分析枠組み

ある地域に産業が集積するということは、ひとつひとつの事業が有機的

に結びついているということである。ネットワーク経営諭の先行研究では、

経営資源を求める企業行動という文脈の中に、械々な論点をレビューした

が、そこにはネットワークというまとまりのrt.に、何らかの役割jを演じる
主体が群となって存在していた。それらは、地域に生きる企業、そして海

外から進出した企業、さらに政府や大学といったアクターである。これら

のアクターは、ひとつひとつの事業について、直接的・間接的に影響を及

ぼす。本稿では、このような影響は、経営資狐に対しての影響であると捉

え、経営資源によって企業経営を説明するための代表的なフレームワーク

であるビジネス・システムおという考え方を活用しながら、それを取り巻

くアクターとの関係を佼買付けていく。

ビジネス・システムは、ある事業が構想する佃i値を、顧客に対して提供

する際に必要となる経営資源の機能を明確にするものである。経営資源の

機能は業種に応じて変わるが、例えば「製品開発J、「製造j、「出荷物流j、

[マーケテイングJ、fサービスj といったものが当てはめられる。これらの

機能に対して、前述したアクター述が影響を与・えるわけである。

ビジネス・システムを中心におき、それぞれのアクターとの関係を、産

業創tBあるいは事業創出のプロセスを説明する目的で整理した分析枠組み
が図1である。それぞれのアクターの位世づけを、縦軸をローカルかグロ

ーパルかというスケールで、横軸を岱不IJか::11:営利かというスケールで整理

した。これらのアクタ一間は、相互に影響しあっているはずだが、隣接す
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るアクタ一同士のほうが、互いの動きに対して、より強く影響されると仮

定した。

図図1 産業創出モードの分析枠組み

非営利 営利
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Q V Iインドの社会・経済環境
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一
ケースの記述に先立って、インド経済やインド社会について、ごく一般

的な解説を加えておく。その狙いは、本研究が行なうケーススタディのコ

ンテクストを理解することにあることはもちろんだが、副次的には、将来

的に同様のコンテクストを持つ事象に対して、その応用に向けた議論の発

展可能性を準備するという意味もある。

1. インドの社会システム

インドの国土は328万平方キロで、その広さは旧ソビエト連邦を除くヨ

ーロッパ地域とほぼ同じである。人口は、 2000年の5月に10臆人を突破

し、中国に次いで世界第二位の位置にある。広大な国土を反映してか、言

語の面では大きく凶つの語族24をルーツとする言語が、さらに数百種類の

独立した言語として枝分かれしている。連邦公用語はヒンデイ一語であり、

準公用語が英語である。そして、さらに17の言語が地方公用語として指定

されている。 1947年まで英国領であった歴史的背景から、インド全域にお

106 I国際広報メディアジャーナル No.1

惨24 インド・アーリア語族、ドラピ
ダ語族、オースト口・アジア語
族、シナ・チベット語族
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....25 インドは世界一の映画大国であ

る(ピークは1990年の948本)。

その背後にはテレビの普友率の

低さも影響していると思われ

る。テレビの世帯普浸率は白黒

テレビを含めても20%来満に過

ぎない

砂26 南インドとは、南部の四つの州

(タミルナードゥ、ケーララ、

カルナータカ、アーンドラ・プ

ラデーシュ)を総称して表わし

ており、それ以外は全て北イン

ドと言うことが多い

砂27 インド圏内における宗教別の比

率は、 1971年から 1991年まで

の数字を見ると、ヒンドゥー教

徒が八割、イスラム教徒が1割、

残りをシーク教、キリスト教、

仏教、ジャイナ教などで分け合

う状況が続いている(島田

[2001 ]) 

....28 本節のここまでの記述について

l手、榊原 [2001]pp124・178を

参考にした

・~29 ただし、 GDPの3割強は農業生

産によるものである

砂30 インド政府のウェブサイト

(http://pib.nic.in) rEconomic Sur-
vey 2000・2001Jによる数値

いて英語が通用する。また、インド南部ではかつて大規模なヒンディ一語

公用語化反対運動があったほか、国民的な娯楽であるインド映画おは、南

インド26の言語であるタミル語やテルグ語の映両が、製作本数トップをめ

ぐって、ヒンディ一語映画と争う三つ巴の状態にある。とはpえ、タミル

語やテルグ諮で製作された映画も全国に配給されるときは、ヒンディー諸

に吹きかえられては~ ¥る。しかし、ヒンディー訴はデリーのある北インド

を中心に約2億人が使用しているに過ぎず、特に南インドの庶民レベルで

はヒンディー語を理解できない人が多い。国語としての地位を確立できて

いないのである。ちなみにインド人同士であっても初対面の場では、英語

で挨拶を交わすのが通常である。

インドは連邦共和国であり、 28の州とデリー首都圏、および六つの直轄

地からなる。よって、中央政府の他、各州には州政府が置カ亙れており、議

院内閣制のもと議員は直接選挙により選出される。初代ネルー首相以来の

国民会議派による一党支配体制が崩れ、現在のインド政治は多党化が進ん

でおり、 1989年以降台頭しているインド人民党を第一党として、政権は連

立して組まれることが多い。かつて悶民会議派によって州政治が牛耳られ

てきた時代は過去のものとなり、地方政党が台頭するようになって、中央

集権色は急速に締れている。国家機構の面からはインドは民主主義を実現

していると言ってよいだろう。しかしながら、ヒンドゥ一社会27のカース

ト制度の影響は現在に至っても色濃く残っており、職業選択の自由が事実

上はあり得ず、また貧困層が四割を占め、不可触民と呼ばれる最貧層も1

億人近く存在するインドは、一般的な民主主義国のイメージからはほど遠

いということも事実である。
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インドは1947年の独立以降、 f社会主義型社会Jを目指し、計画主義的

混合経済体制を採用してきた。これは経済を主導する基幹産業分野を公的

部門(悶営・政府出資企業等)が担い、周辺産業分野を民間企業が担うと

いうものである。インドの産業政策は基幹産業の業種を、軍需産業やイン

フラ(運輸・エネルギー等)などに指定していたが、こうした公的部門は

指定領域を拡大解釈してm殖し、その肥大化と非効率性が問題となった。
同時に民間部門は、公的分野として指定された事業へ参入することを禁じ

られているばかりでなく、様々な規制によって自由な動きが出来ないよう

に縛られていた。結果として、経済システム全体への富の最適配分が阻害

されていたのである。しかし、 1991年に国家財政が破綻の危機に陥り、

IMF (国際通貨基金)の指導下に入った後に導入された新産業政策は、こ

れまでの経済体制を一変させ、経済自由化を急速に推し進めるものであっ

た。この自由化によって、規制緩和、公共部門指定産業の民間への開放、

関税比率の引き下げ、外資出資比率制限の撤廃などが行なわれた2自。なお

自由化以降、 2001年までのインド経済の成長率はGDPベース29で5--7%

と、比較的好調に推移している30D

l蜘 'nationalM蜘 a叫 ommunicatio山』刷
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インド経済の変化を典型的に物語るのが、インドの自動車産業に進出し

た日本企業であるスズキ自動車の例である。自動車産業は、公的部門のリ

ストからは外れており、民間企業の担当分野とされていたが、 1949年には

自動車輸入は禁止され、 1950年には部品を輸入するための関税が引き上げ

られた。さらに1951年には民間企業の活動を規制する産業法により、企業

の設立までにも規制が及んだ。産業法のもと、 1954年には自動車の国産化

計画が推進され、独立以前からインドで自動車の生産を行なっていたフォ

ードやGMは撤退せざるを得なくなってしまった。その後、数社のメーカ

ーによる寡占体制が出来上がったが、企業の収益性は低いままであった。

このような状況は、 1980年に入って、ようやく規制が緩和され、新規参入

と外資の部分的な参入が認められることになったために、少しずつ変わっ

ていった。

スズキ自動車は、国営化された自動車会社マルチ社に外国資本を導入す

るというプランに応じ、 1983年に資本参加を決めた。しかし、実質的に運

営を行なっていたスズキに対して、政府は出資比率を低く抑え、経営の実

権を渡さなかった。それが1991年以降の自由化により、スズキはようやく

半数の株式を取得することになったのである。その後もインドへ進出する

外資が相次ぎ、大宇やボルボなどが100%出資により進出している。日本

企業では、ホンダやトヨタが約9i!，1[jの出資比率により進出した他、日本の

大手自動車部品メーカーもインド資本との合弁などによって進出を果たし

ている。また、一度は撤退したGMやフォードもインド企業との合弁によ

り再進出している。

なお参考までに、現在のインドにおける外資による出資規制の例を列挙

しておくことにする。石油化学の分野では、出資比率が51%までなら政府

の許可を必要としな~ ¥0 銀行サービスについては、 20%までの外資出資が

認められている(ただし、非居住インド人は40%まで可)。ホテル・観光

業の場合は、外資出資比率51%までは政府の認可が必要とされない。情報

技術(lT)に関しては、 100%の外資出資が認められており、特に優遇さ

れていることがわかる。

3. IT産業の急成長

1991年の新経済政策以降、インドにおいて急速に成長したのが、 IT産

業である。インドのIT産業は、ソフトウェア開発に関連する領域が主であ

る。 NASSCOM31によれば、ソフトウェアと情報サービス分野における産
業規模は、図2にあるように、 1994年度(1994-1995)には17億usド
ルほどであったが、 2001年度 (2001-2002)には135億usドルにまで成
長している。
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惨31 インドのソフトウェア部門で最

大の業界団体である f全国ソフ
トウェア・サービス操協会

(National Association of Software 

and Services Companies) Jの略
称。同協会は1988年に38祉を

メンバーにして設立された。本

節の数字は同団体ウェブサイト

( http://www.nasscom.org/)によ

るものである
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惨32 NASSCOM資料より

砂33 NASSCOM資料より

惨34 小島ロ002]pp31・34による

惨35 1980年代にバンガロールに進出

した主な米国企業としては、

DEC (1988年)、 HP(1989年)

シテイコープ (1989年)などが

ある

図図2 インド「ソフトウェア&情報サービスJ産業規模の推移
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インドのIT部門は、 GDPの2.87%32を占める。インド園内のIT市場は

小さいため、インドのIT産業がターゲットにしているのは、ほとんどが輸

出向け、それも米国向けのものである。インドIT産業におけるサービス分

野の割合は、パッケージソフトの開発が4割、受託プロジェクト関連が3

割であるというね。それ以外にも、インドのIT産業は、組込みソフト開発

や、 IC設計、通信関連、バイオインフォマティクスなどの分野にも進出

し、多様性を備えつつある。また、インドのソフトウェア輸出の特徴とし

て、オフショア・サービスがある。これは、輸出先相手国(主に米国)の

ソフトウェア開発現場に、インド企業がEメールなどの通信手段を用いて、

出来上がったプログラムのデータをそのまま送信して参加するというもの

である。米国とインドは、 l時差により昼と夜がちょうど逆転しており、そ

れぞれの業務終了の後を引き継ぐことにより、開発スピードを飛躍的に高

めることが出来たため、オフショア・サービスはインドの得意分野となっ

たのである。

インドIT産業による海外輸出という道が注目され始めたのは、 1986年

に米テキサス・インスツルメント (TI)社が開発センターをバンガロール

に設置した頃である。この時期のインドはし、まだ統制経済のもとにあった

が、当時の首相であったラジブ・ガンディ一首相とインド電子工業省が協

力してパックアップし、規制を撤廃してまでもTIの進出を推し進め、未整

備であった通信インフラについても、政府機関が関わるなどして整備させ

た34。そして、 TIの動きを見た米国企業は、次々とバンガロールに進出し

たのである35o
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4. 政府による支援 (STPI設立)

ソフトウェア産業が注目される中、インド政府も汀業界を国家的にパッ

クアップするようになったo その具体的な形が、 1990年にインド政府によ

って設立されたソフトウェア・テクノロジー・パーク・インデイア (STPI)

であるお。その目的は次の通りである 37o

. 開発拠点として必要不可欠な情報通信インフラや共有施設などを

管理する

. 輸出入に関わる事務的な支援を一括提供するために、窓口機能を

統括する

. 輸出促進のため、市場分析や技術評価、マーケテイング・サポー

トを行なう

. 開発やデザインに関する上級教育プログラムを提供し、専門家を

育成する

. 通信面のオペレーションやソリューションのコンサルテーション

を行なう

STPIによって認められ STPメンバーとして加隠したIT企業は、輸入

に関する関税免除、 100%外資による企業設立のほか、様々な特忠政策措

置が受けられるといいう特典がある。もちろん、 STPIが持つ情報通信イン

フラは、通信環境の整備が遅れているインドにおいては、オフショア・サ

ービスを行なう際に非常に有利である。経済の開放路線にあわせ、政府が

STPIの全国各地への設置を急いだこともあり、加盟企業は図3のように憎

え続けている 38o また、図4からわかるとおり、加盟企業によるソフトウ

ェア輸出は、 2000年度には7訓に述し、インドの汀産業全体を牽引する原

動力となっている。

図図3 STPI加盟企業数の推移
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砂36 現在はインド情報技術省が管結

砂37 S T P 1によるウェブサイト

(http:/州側.均i.soft.netl)の提供

資料より作成

....38 2002年3月時点で35都市に設置

済み (STPI資料より)
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題盟国4 インド全体のIT輸出総額とSTPI加盟企業の輸出額
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VI IIT産業創出のケーススタデイ

この章では、インドのIT産業創出について、中心的IT都市であるバン

ガロールについて、既に提起したフレームワークに沿ったケース記述を行

なってし Eく。インドのIT分野における産業創出の姿を把握し、産業創出の

モードというべきものを見出し、戦略的なインプリケーションを得ること

が本稿の目的である。後述するとおり、バンガロールのケースにおいては、

地域の企業に対して、大学が直接的・間接的に重要な役割lを演じているこ
とがわかるが、それだけではなく、海外企業や中央政府・州政府などの貢

献も大きく、それらは影響を及ぼしあっている。このような相互関係こそ

が、本稿が着目する産・学ネットワークであり、産業創出に至るモードを

支えているものなのである。
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1. IT産業集積地バンガロール

「インドのシリコンバレーj と言われるバンガロールの人口は600万人

弱、ほぽ北海道に匹敵する人口を擁するカルナタカ州最大の都市であり、

州の行政機関等も集中している。図5にあるように、バンガロールはイン

ド南部の内陸部に属する。インドの首都デリーからは3時間半のフライト

時間であり、インド四大都市の中で最も近いチェンナイ(I日マドラス)か
らの距離は約300キロもある。亜熱帯に位置するインド南部にあって、バ

ンガロールは標高920メートルという高原の中にあるため、四季を通じて

過ごしやすい。そのため、英国統治下には大規模な駐留拠点があり、現在

Interna伽
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の街並みにもその而影を残している。

図図5 バンガロールの地理

/ 中国

バンガロールでは、実際に米国のシリコンパレーのIT産業で働いていた

技術者が多い。米国ITバブルがはじけたこともあって、帰国した後にパン

自 ガロールに職を求めるものが増加したためである。そのせいもあってか、

純 バンガロール中心部であるMGロード周辺では、ジーンズ安のインド人女

圃圃・ 性を目にすることも珍しくない。女性の服装に関して非常に保守的なイン

5 ドの他地域では、めったに見られない光景であるo
雲 バンガロールがIT都市として国際的に認知され始めたのは、前述したよ
』

C

コ・一
n
y
一

うにTIの進出によるが、この地には既に情報産業あるいはハイテク産業が

発生する下地があった。そして、産業創出の求心力になったのが、 IISc

(インド科学大学院大学)39の存在である。同大学は、 1911年にインド最大

の財閥であるタタの篤志金によって設立された。大学院教育のみの研究大

学として、他地域の国立大学などの高等教育機能の整備前に最先端の研究

機関としての陣容を整えたことによって、独立後は軍需利用の科学技術研

究の拠点となった。そのため、バンガロールには防衛産業が集積すること

になる。例えば、 HAUOに代表される軍用航空機メーカーは、第二次大戦

中に、 IIScの航空工学分野の研究蓄積を生かすために、航空機の改良を大

学内で行なったことにより生まれた企業である。また、 IT産業では、植物

油の製造会社としてムンパイで商売を行なっていたウィプロが、 1981年か

らIIScの研究室において、コンビューターに関する研究を開始し、のちに

バンガロールにIT部門の子会社ウィプロ・インフォテック・グループを設

立し、現在ではグループ全体を牽引している。なお、創立メンパーには

IIScの学生も含まれていた。いまやウィプロと言えばITの会社であり、イ

ンドでは、ソフト分野はもちろん、特にハードに強い会社として知られて
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惨39 Indian Institute of Science 

砂40 Hindustan Aeronautics limited 
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砂41 小島 [2002]p85より

~42 Indian Institute of Technology 

砂43 デリー、ムンパイ、ガウハーテ
イ、カンプール、カラグプール、

チェンナイ、ルーキーの7校
惨44 Indian Institute of Management 

惨45 バンガロール、アフマダバード、
コルカ夕、ラクナウ、インドー

ル、コジコードの6校

砂46 Indian Institute of Information Tech-; 

nology : 

砂47 分校は、一般的に略称に地名の:

頭文字をつなげて呼ばれてい:

る。 11Mのバンガロール校なら:
ぱ、 IIM-b : 

砂~4柑8 I川n脚t旬erna問附1鳩a抗甜蜘ti伽ion刷 ed由chp，向'ar欣kの略で、 日 : 
本企業を含む多くの有力海外情:
報企業を麗致している。運営母.

体はInformationTechnology Park 
Umitedで、タタ財閥とシンガポ
ール政府系テr・fべ口ッパー、カ
ルナタカ州政府の三者共同出資
企業である

~49 IIIT-bより入手した案内パンフレ
ットより

砂50 Centre for Scientific and Industrial 

Consultancy 

いる。

また、ソフトウェアの輸出でインドのトップカンパニーであるインフォ

シスは、ナラヤナ・ムルティ氏によって、 1981年にムンパイ近郊のプネに

おいて資本金300ドルと 6人の社員というペンチャーとして創業された。

同社は二年後の1983年にはバンガロールに本社を移しているが、その理由

は、カルナタカ州の不動産公社と財務公社が700万ルビーを貸し出してく

れたから 41だという。今やインドを代表するIT企業に成長したインフォシ

スは、インディアン・ドリームの象徴的存在である。

2. 大学と政府の役割

インドの大学高等教育は、国立大学(述邦法に基づく大学)、州立大学

(州法に基づく大学、そしてその他のみなし大学(大学助成委員会が認定す

る大学)とから構成されている。前述したIIScは、タタ財閥によって設置

されたが、その後にみなし大学の認定を受け、現在の運営はそのほとんど

を述邦政府拠出金で賄い、タタ財閥の資金は、わずかにタタ教育信託基金

という形で残っているに過ぎない。したがって、みなし大学とは言え、日

本の私立大学のような存在ではなL、。よって、インドの大学は、そのほと

んどが政府の方針に沿って設立されていると見ることができる。

インドの大学のうち、優秀な技術者を続出している存夜としては、 IISc

の他にも、 IIT(インド工科大学)42がある。 IITは1961年以降、国家的に

技術者を大量に輩出するという使命をもって、米国のマサチューセッツ工

科大学をモデルにして設立され、全国に7つの分校"を持つ。また、同じ

時期には、やはり米国のハーバード・ビジネススクールをモデルに、 11M

(インド経営大学院)-1-1の設置が開始され、現在は6校体制U45である。技術

と経営がバランスよく補完し合うように高等教育が設計されているのであ

る。

さらに、近年はインドのIT技術が世界的に注目されていることもあり、

IT専門の大学として、 IIIT(インド情報技術大学)-16も設立された。 IIITの

特色は、産業界との直接的な連携である。例えば、バンガロールにある

IIIT-b (1I1Tバンガロール校)-17は、 ITP(インターナショナル・テクノパ

ーク)411のピルのひとつのフロアにあり、バンガロールに拠点を置く企業

(例えばIBM、オラクル、サン、マイクロソフト等)から多くの冠講座を

j獲得している。その一方で、 IIIT-bはシンクタンク機能を持ち、政府への

政策提言を行なう体制を整えているほか、インキュベーション部門は、米

|司シリコンパレーのモデルを研究しながら、産業創tH機能を充実させよう
としている 490

一方、既に産学連携において、歴史も実績もあるIIScは、 CSIC50という

jtff学述携コンサルティングを行なうセンターを学内に置いている。同セン

ターは1975年に設置されており、企業から持ち込まれた技術評価や、受託

研究などの依頼をCSICのスタッフが、適当な教授陣を推薦したり、技術

協力や技術移転にかかる事務的サポートを行なっている。なお、 IIScは、
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国内で最も早く、大学教員が外部のプロジェクトに参加することを認めた

大学である。

現在、インドでは中央政府や州政府を上げて、テクノパークやサイエン

スパークを設立し、外国企業の誘致を進めている。インドのようにあらゆ

るインフラが未整備な国において、こうした機関の持つ重要性は日本のそ

れとは全く異なっている。通信インフラや配送業者、金融機関の出先、生

活必需品の販売庖などといったサポートインダストリーが、一筒所へ集中

していることは、進出する側の海外企業にとっては大きなインセンティブ

となるのである。しかも、そこに先進的な大学等の研究機関があれば申し

分がない。

3. 海外企業と地域企業との連携スタイル

ソフトウェア産業は、日本の建設業にも例えられ、全体のシステム設計

を行なう企業と、その指示のもとに、プログラム開発を部分的に担う下請

け企業が存在してきた。このことはパッケージソフトの場合であれ、受託

開発の場合であれ同じである。インドのIT産業は、かつて米国企業の下請

け業務を中心に行なってきた。しかしインド企業が急速に技術力をつけた

結果、現状をみると、下請けとはとても呼べない状況になってきている。

インド企業のブランドで販売されていないだけで、実際にはそのほとんど

をインドの企業が開発したソフトが増えてきている。

技術力の向上は、地域内の技術者の実力を見ればわかる。例えば、バン

ガロールには、 ERp51ソフトの最大手である独SAPの開発拠点がある。同
社にとっての初めての海外における開発拠点であったが、既に多くの製品

開発の機能をバンガロールが担っているという。そして、このような海外

企業で実力をつけたインド人のスキルは、インド特有の高い転職率もあっ

て、地域内の企業にも伝播していくのである。

また、業務系のシステムのアウトソーシングの場合でも、どこまでをア

ウトソーシングにして、どの部分を自社で賄うかという問題が発生する。

その場合は、アウトソーシング先の技術力が問題となる。実はバンガロー

ルはこうしたアウトソーシングのスキルについて、非常に高いものを持っ

ている。その理由は、既に10年以上にわたって、米国企業のオフショア業

務を行なってきたことと、さらに米国に赴任してオンサイトで企業情報シ

ステムの運用管理を行なっていた人材が帰国し、そのスキルが根付き始め

ていることなどにある。しかも、バンガロールにはシティパンクやドイツ

銀行など金融系のシステム開発拠点が多く集積しているため、それぞれの

人材の還流も少なくない。

このように、従来はモジュールとしてのプログラム開発を行なってきた

インドIT企業の幅は大きく広がっている。したがって、ソフトウェア事業

のビジネス・システムにおいて、インド企業が担う階層も広がっている。

一つのプロダクトにおいて、開発からプロジェクト・マネジメント、運用、

サービスの機能までもインド企業が担うという例が培えてきた。サービス
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の分野では、目に見えて増加しているものに、コールセンターやデータ管

理業務といったIT活用サービスがある。この分野には、プログラム開発の

ような専門的な知識よりも、英語力やOA能力といった基本的なスキルが

求められる。その点、インド人は国内全域にわたって、性別を問わず、高

L、英語力を持っており、国民性として備えている数学的・論理的能力によ

って、 OAに習熟するのも早い。また、女性が多く進出しているのも、こ

の職種の特徴である。 NASSCOMによると、 2001年以降に園内に設立さ

れたコールセンターは300筒所を越えるという 52D

すなわち、インドのIT分野に存在しないビジネス・システム上の機能

は、市場だけという状態だ。インド企業は顧客を持っている海外企業とう

まく連携し、既に備えつつある高い能力によって、新たな価値を提供し始

めている D そしてインドIT企業は、提携先の海外企業を、これまでの米国

一辺倒から、欧州やアジアにも目を向け始めたところである。こうした海

外企業が持つ市場の向こう側に存在する顧客を怠識した事業活動こそが、

未米のインド企業には求められているのである。

4. IT産業を支えるサポータ一群

産業が集積するということは、外からの誘致だけで成立するようなもの

ではない。シリコンパレーのように、中小の関連産業が無数に存在し、ま

た新事業が生まれるような支援体制が必要である。バンガロールには、国

内のベンチャー・キャピタル (VC)の多くが集まっており、それらは大規

模事業から、中小規模の企業に投資するVCまで様々である。インドに本

社を慣く VCの事業体は、海外の金融機関系、海外IT系、園内独立VCファ

ンド、国内IT企業系ファンド、国内異業種系、政府系などがあり、それぞ

れに特色を持った投資活動を展開している。また、海外で生活しているイ

ンド人をNRI(非居住インド人)臼というが、彼らのうち米国シリコンパレ

ーなどで成功を収めた企業家が、バンガロールへ投資したり、新たな事業

拠点として法人を設立したりすることも多い。例えば、インターネット技

術をプラットフォームにしたSCMS-1ソフトで成功しているi2テクノロジ一

社は、バンガロールに現地法人を開設した。また、データセンターのエク

ソダス社を設立し、同社を売却して多額の資産を築いたK.B・チャンド

ラシェカール氏は、シリコンパレーに在住しつつ、インドへの投資を行な

っている。

IT産業を支える業態として、忘れてはならない存在がインドにおける民

間の汀教育機関である。バンガロールの街のあちこちに、 rAptechJや

rNIITJといった看板を目にするが、これらは、 IT専攻でなかった大学卒

業生を汀人材に仕立てる再教育や、企業の社員教育を請け負うなどしてい

る民間学校であり、インド各地に広がっている。こうした教育機関が育っ

たのは、 IIScなどの有力大学の卒業生は限られており、またより高い所得

を求めて、卒業後はアメリカなどに渡ってしまうことも多いということも

あるが、 ITを大学で学んだとしても情報技術の進化は早く、スキルアップ
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のタイミングは数年に一度は必要だという業界事情もある。なお、現実に

は、こうした教育機関でIT技術を学んだ技術者が、バンガロールのIT企

業には多く、そうした民間学校で学ぶ学生の数を見ても、いかにバンガロ

ールがITの街であるかということがわかる。また、最近になって、マイク

ロソフトがIT専門学校をインド各地に開設することを発表おし、話題を呼

んでいるが、こうしたニュースもまたインドにおいて高度情報教育のニー

ズが高いことを示している。

VII まとめ

インドにおけるIT産業創出のプロセスに関して、そこにギポンズらがモ

ード2と呼ぶような知識生産の姿が見て取れるのではないか、という仮定

のもとに、バンガロールのケースを眺めてきた。モード2とは、問題解決

のために、アクター遥が主体的にコラボレーションする方向性を示すもの

である。ところが、そうしたモードへの変化が理想の地域を作ることは理

解できたとしても、それを演出するための戦略的な枠組みがこれまで存在

しなかったo本稿では、その概念的枠組みづくりをネットワーク論の成果

自 から導き出し、そのフレームに沿って、バンガロールの産・学ネットワー

純 クを記述してきたのである。

・・・ 前章のケースをフレームにしたがって整理すれば、図6のようになるだ

去 ろう o
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ネットワーク経営とは、経営資源を有機的に結びつけるものである。地

域において、ネットワークが構成されるということは、知識と知識が結び

っくような、あたかも脳におけるシナプスのような現象が起こることであ

る。 ITによるビジネス・システムに必要だと思われる産業を集積させたと

しても、それらが連結してくれるかどうかは別問題である。そこには、コ

ラボレーションを次々と生み出すような働きかけが必要なのである。これ

を「産業創出のモードJと本稿では定義したわけである。バンガロールの

ケースを見ると、産業創出のモードが出来上がる過程では、政府による政

策的な努力ももちろんあったが、知識の源泉としての大学が存在し、そし

てそこに産業界との協力関係の下地がなければ、到底この地域がIT産業集

積として名を馳せることはなかっただろうと考えることができる。

バンガロールを震源地としたインドのIT産業革命によって、明らかにイ

ンドにおける産業創出のモードは加速している。 IIITを設置し、 ITPによ

って海外の企業を積極的に誘致したことなどは、そのことを如実に物語っ

ているであろう。とはしEえ、本研究の枠組みにあるように、インド圏内の

企業が、その流れに乗り、海外の企業とのネットワーク連携を自主的に進

め、またNRIなどが行なう園内産業へのvc投機を効果的に活用するとい
うアクションがなければ、このモードは途中で消えてしまっていたかもし

れない。つまり、営利・非常利、ローカル・グローパルの各アクターが共

通のモードを持つことが、バンガロールの成功の鍵であったと考えられる

のである。本研究におけるこのような示唆は、わが国の地域経済が直面す

る問題に対しでも、十分に応用が可能なものであろう。 内
田
純
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